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１ ガイドラインの概要

平成26年６月に公共工事の品質確保の促進に関する法律

（品確法）が改正され、その基本理念の一つとして、「公共工事の

品質は完成後の適切な点検、診断、維持、修繕その他の維持管

理により、将来にわたり確保されなければならない。」と掲げられたこ

と等を踏まえ、平成27年６月に、ビルメンテナンス業務固有の発注

関係事務に関する事項についてとりまとめたもの



２ ガイドラインの構成

① 維持管理計画策定段階 維持管理計画の策定 / 維持管理台帳の整備

② 業務発注準備段階

業務の性格等に応じた入札契約方式（価格競争または総合評価）の選択 / 

現場条件等を踏まえた適切な仕様書等の作成 /

適正利潤の確保のための予定価格の適正な設定 / 適切な発注時期の設定

③ 入札契約段階

適切な競争参加資格の設定、ダンピング受注の防止等/業務の性格等に応じた技

術提案の評価内容の設定/ 競争参加者の業務実施能力の適切な評価項目の設

定等 /入札不調・不落時の見積りの活用等 / 公正性・透明性の確保、不正行為

の排除

④ 業務実施段階

業務履行条件の変化等に応じた適切な仕様書等の変更 /業務履行中の実施状

況の確認等 / 維持管理に関する情報共有

⑤ 業務完了後

業務完了後の適切な履行検査・評価等 / 施設機能に関する現況確認



3 ガイドライン改正の背景

令和元年６月に品確法が改正され、発注者の責務として

「公共工事の目的物の維持管理を行う場合は、その品質が将

来にわたり確保されるよう、維持管理の担い手の中長期的な

育成及び確保に配慮しつつ、当該目的物について、適切に点

検、診断、維持、修繕等を実施するよう努めなければならな

い。」と規定されたこと等を踏まえ、ガイドラインの見直しを行った。



４ 主なポイント

（１）予定価格の適正な設定

 事業主が納付義務を負う健康保険料等を予定価格の積算に反映する。

 積算に用いる価格が実際の取引価格と乖離しないよう、可能な限り最新の労

務単価等を適切に反映する※。

※ 建築保全業務労務単価（国土交通省大臣官庁営繕部）

 最新の業務実態や最低賃金額の上昇額等の地域特性等を踏まえて積算基準

を見直すとともに、遅滞なく適用する※。

※ 建築保全業務積算基準（国土交通省大臣官庁営繕部）

 年度途中の最低賃金額の改定を踏まえた予算の確保を検討する。



（参考）国土交通省「建築保全業務労務単価」

(令和３年12月10日）国土交通省官庁営繕部計画課

清掃員Ａ：１級ビルクリーニング技能士の資格を有する者又は清掃業務について作業の内容判断ができる技術力及び作業の指導等
の総合的な技能を有し実務経験６年以上程度の者

清掃員Ｂ：２級ビルクリーニング技能士の資格を有する者、３級ビルクリーニング技能 士の資格取得後実務経験２年以上程度の者
又は清掃業務について作業の内容判 断ができる技術力及び必要な技能を有し実務経験３年以上６年未満程度の者

清掃員Ｃ：清掃業務について、清掃員Ａ又は清掃員Ｂの指示に従って作業を行う能力を 有し、実務経験３年未満程度の者



４ 主なポイント

（２）ダンピング受注の防止

ダンピング受注とは、「その請負代金の額によっては公共工事等の適
正な実施が通常見込まれない契約の締結をいう。※」とされている。
※発注関係事務の運用に関する指針（平成27年１月30日公共工事の品質確保の促進に関する
関係省庁連絡会議）

ダンピング受注を防止するためには、以下の取組が重要。

○低入札価格調査制度又は最低制限価格制度の適切な活用を

徹底すること。

○入札に参加しようとする者に対し、最低賃金に係る制度及び社会

保険等に係る制度（各種制度改正（特に被用者保険の適用

拡大）の内容を含む。）について十分周知すること。



【ダンピング受注の防止①】

入札価格が基準額以下のものについて調査し、適切な履行がなされないおそれがあ

る場合などに、次に低い価格の者を落札者とするもの

あらかじめ最低制限価格を設定し、これ以上の価格の中から最低の価格の者を落

札者とするもの

低入札価格調査制度

最低制限価格制度



【ダンピング受注の防止②】最低賃金制度について(1)

１．制度趣旨

○ 最低賃金制度とは、国が法的強制力をもって賃金の最低額を定め、使用者は、その額以上の賃金を支払わなければならないこととするもの。パートタイム労働
者を含むすべての労働者とその使用者に適用される。

※ 精神又は身体の障害により著しく労働能力の低い者、試用期間中の者、認定職業訓練を受ける者等は労働局長の許可に基づき減額して適用することが可能。

２．地域別最低賃金

○ 各都道府県ごとに、産業や職種を問わず決定。
○ 毎年、中央最低賃金審議会から示される引上げ額の目安を参考にしながら、地域の実情も踏まえ地方最低賃金審議会の調査審議を経て改定。

※ 地域別最低賃金額の推移（全国加重平均）

改定年度 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02

改定額（円） 663 664 665 668 673 687 703 713 730 737 749 764 780 798 823 848 874 901 902
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（※１） 「現行水準の維持を基本として引上げ額の目安を示さない」とした。
（※２） H20年度からH26年度の括弧内は、生活保護との乖離解消のための引上げ額を除いた金額。（H19年最低賃金法改正により、最低賃金は生活保護を下回らない水

準となるよう配慮することとされた。）
（※３） 「引上げ額の目安を示すことは困難であり、現行水準を維持することが適当」とした。

○ 最低賃金は、①労働者の生計費、②労働者の賃金の状況、③企業の賃金支払能力を総合的に勘案して定めるものとされており、①を考慮するに当たっては、
生活保護に係る施策との整合性に配慮するものとされている。

３．地域別最低賃金の決定基準

４．罰則

○ 最低賃金法 第四十条
第四条第一項※の規定に違反した者（地域別最低賃金及び船員に適用される特定最低賃金に係るものに限る。）は、五十万円以下の罰金に処する。※
使用者は、最低賃金の適用を受ける労働者に対し、その最低賃金額以上の賃金を支払わなければならない。



【ダンピング受注の防止②】最低賃金制度について(2)

＜令和3年8月13日（金）厚生労働省プレスリリース＞



【ダンピング受注の防止③】社会保険適用拡大特設サイト
https://www.mhlw.go.jp/tekiyoukakudai/index.html



【ダンピング受注の防止④】

•予定価格は原則として事後公表

入札前に公表すると、適切な積算を行わずに入札を行った入札

参加者が受注する事態が生じるなど、ビルメンテナンス業者の真の

技術力・経営力による競争を損ねる弊害が生じる可能性。

•業務の入札に係る申込みの際に、入札金額の内訳書の提出を求

める場合には、書類に不備（例えば入札金額と内訳書の総額の

著しい相違等）があるものは、無効とする。



４ 主なポイント

(3)業務履行条件の変化等に応じた適切な仕様書等の変更

人件費単価が改定後の最低賃金額を下回った際は、適切な価格での単価の見直しを

行う旨の条項を予め契約に入れるなどより、年度途中で最低賃金額の改定があったとしても、

受注者が最低賃金額以上の賃金を支払う義務を履行できるよう配慮すること。

災害発生時等における緊急的に発生した追加業務等、仕様書等に明示されていない業

務履行条件について予期することのできない特別な状態が生じた場合、その他受注者の責

によらない事由が生じた場合において、必要と認められるときは、仕様書等の変更及びこれ

に伴って必要となる代金の額や履行期間の変更を適切に行う。

契約時

契約後



【参考】新型コロナウイルス感染症対策に伴う業務履行条件の変化等に応じた適切な仕様書等の変更につ
いて（令和２年６月２日付け各省庁・各都道府県契約担当課長あて厚生労働省医薬・生活衛生局生活衛生課長通知）

ドアノブ、エレベーターのボタン等の高頻度接触部位の定期的な拭き取り清掃、消毒、

施設内におけるマスク着用の徹底、換気頻度の増加といった感染拡大防止対策の取組

が行われていると承知しております。加えて、施設内で感染者が確認された場合には、保

健所の指示等により、当該施設の消毒等を行うことも想定されるところです。

これらの感染拡大防止対策のための作業が仕様書等に明示されていない場合は、本

ガイドライン「２ 発注関係事務の適切な実施」の「（４）業務実施段階（業務履行条

件の変化等に応じた適切な仕様書等の変更）」における「災害発生時等における緊急的

に発生した追加業務等、仕様書等に明示されていない業務履行条件について予期する

ことのできない特別な状態が生じた場合等」にあたる可能性がありますので、必要と認め

られる場合は、仕様書等の変更及びこれに伴って必要となる代金の額の変更を行う等の

適切な御対応をお願いします。

抜 粋

※ 各都道府県の庁舎等の管理業務に係る委託契約等を担当する庁舎等管理部局、入札・契約事務を総括する

部局・会計管理部局、予算執行を総括する財政担当部局等あてには、総務省自治行政局行政課長より、本通知

の周知がされている。



【参考】ガイドラインに関連する国の指針等のご紹介

 発注関係事務の運用に関する指針
（平成27年1月30日（令和２年１月30日改正））

 適正利潤の確保を可能とするための予定価格の適正な設定

 ダンピング受注の防止・予定価格の事後公表

 施工条件の変化等に応じた適切な設計変更 など

 パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化施策パッケージ
（令和３年12月27日）

４．公共調達における労務費等の上昇への対応

（デジタル庁、経済産業省、厚生労働省）

 情報システムやビルメンテナンス等の公共調達において、労務費、原材料
費、エネルギーコスト等の上昇分を反映した調達価格となるよう、公共工事
における公共工事設計労務単価制度等を参考に、調達の対象となる資産・
サービス毎に、デジタル庁と業種を所管する省庁などが連携して、発注者とし
て標準単価を設定し、これに基づく公共調達を行うことを検討する。特に、
情報システムの公共調達においては、契約単価のデータベース化等により、再
委託・再々委託先も含めた賃金の適正化等に向けて取り組む。



５ 今後

 厚生労働省と全国ビルメンテナンス協会との共催により、本

ガイドラインの講習会を今後も開催し、改正趣旨等の周知

徹底を図る。

 各発注者の事務負担に配慮しつつ、本ガイドラインに基

づき発注関係事務が適切に実施されているかについて、

定期的に調査等を行う。


